
様式第１号（第７条関係） 
 

年   月   日  

薩摩川内市長          様  
 

申請者 郵便番号 

住  所  
 氏   名            

電話番号 

 
 

薩摩川内市危険廃屋等解体撤去促進事業補助金交付申請書 

 
薩摩川内市危険廃屋等解体撤去促進事業補助金の交付を受けたいので、薩摩 

川内市危険廃屋等解体撤去促進事業補助金交付要綱第７条第１項の規定に基づ 

き、関係書類を添えて次のとおり申請します。 
 

危険廃屋等の所有者 
住所 

氏名 川内 太平       申請者との関係（ 父 ） 

解 体 撤 去 建 築 物 

所 在 地 薩摩川内市 △△町△△ 

用 途 専用住宅 

構造・規模 
１階建・   木造 一部    造  

木造 １５０㎡ ・ 非木造    ㎡  

建 設 年  昭和２０年 

解 体 撤 去 業 者 
名称㈱□□建設      代表者名□□ □□ 

住所薩摩川内市□□町□  電話番号0996-□-□  

交 付 申 請 額      300,000      円  

工 事 着 工 予 定 日  令和6年  7 月   25  日  

工 事 完 了 予 定 日  令和6年  8 月   15  日  

添 付 書 類 

□ 誓約書（様式第２号） 
□ 危険廃屋等の所有者を明らかにする書類（登記事項証

明書、固定資産評価証明書、売買契約書等の関係書類）
の写し 

□ 代理権限を証する委任状（申請者と所有者が異なる場

合又は所有者が複数である場合） 
□ 市税等の滞納がない証明書 
□ 工事見積書（内訳明細の付いたもの）の写し 

□ 危険廃屋等の位置図及び配置図 
□ 工事着手前の危険廃屋等及び敷地全景を含む周辺の

状況写真 

□ 補助金の受領に係る権限を施工業者に委任する旨の
委任状 

□ その他市長が必要と認める書類 

本申請に係る受給資格確認のため、私の「固定資産評価証明書」及び「市税 
等の滞納がない証明書」の提出に代えて、確認、照会及び調査することに同意 
します。 

  年   月   日  
           （申請者）氏名 
                 （自署してください。） 

※ 各写真は台紙等に貼り付けた上で、どの部分が解体撤去する予定である 
かを判断できるように説明を記載してください。 

 

令和 6  4    30 

○○-○○○○ 

○○県○○市○○町○○ 

川内 太郎 

0996-○○-○○ 

  

          

ﾚ 

ﾚ 

 

申 請 者 は 、 下 記 優 先 順 位 で 決 ま り ま す 。  

①  登 記 事 項 証 明 書 、 固 定 資 産 評 価 証 明 書 の 所 有 者 欄 に 記 載 の あ る 方  

  （ 既 に 亡 く な っ て い る 方 を 申 請 者 と す る こ と は で き ま せ ん ）  

②  相 続 人 の 代 表 の 方  

③  所 有 者 ま た は 全 て の 相 続 人 か ら 委 任 を 受 け た 方  

④  そ の 他 市 長 が 認 め る 方 （ 特 殊 な 事 情 の 場 合 で す 。 ）  

登 記 事 項 証 明 書 、 固 定 資 産 評 価 証 明 書 に 記 載 さ れ て い る 所 在 地 を 書 い て く だ さ い 。

（ 住 居 表 示 （ ○ ○ 番 ○ ○ 号 ） な ど と は 異 な り ま す 。 ま た 、 住 所 と も 異 な る 場 合 が あ

り ま す 。 ）  

補 助 金 の 額 を 書 き ま す 。 （ 工 事 金 額 で は あ り ま せ ん 。 ）  

交 付 申 請 額 の 訂 正 は 不 可 で す 。  

※ 1,000 円 以 下 は 切 り 捨 て ま す 。  

申 請 者 が 相 続 人 の 代 表 の 方 と な る 場 合 、 代 表 者 以 外 の 相 続 人 全 て の 方 か ら 委 任 を 受

け る 必 要 が あ り ま す  

申 請 者 が 相 続 人 の 代 表 の 方 と な る 場 合 、相 続 人 を 明 ら か に す る 書 類（ 戸 籍 謄 本 な ど ）

が 必 要 で す 。  

登 記 事 項 証 明 書 、 固 定 資 産 評 価 証 明 書 の 所 有 者 欄 に 記 載 の あ る 方 を 書 き ま す 。  

（ 既 に 亡 く な っ て い る 場 合 、 住 所 は 記 入 不 要 で す 。 ）  

登 記 の あ る も の に つ い て は 登 記 事 項 証 明 書 を 添 付 し て く だ さ い 。  

補 助 金 を 直 接 業 者 へ 交 付 し ま す 。  

押 印 不 要  

ﾚ 

 

ﾚ 
ﾚ 

ﾚ 

ﾚ 

ﾚ 
 

ﾚ 
 
 

今 回 追 加 し た 項 目 で す 。市 が 保 有 す る 情 報 に よ り 調 査 す る こ と に 同 意 し た 場 合 、「 固

定 資 産 評 価 証 明 書 」 及 び 「 市 税 等 の 滞 納 が な い 証 明 書 」 は 省 略 で き ま す 。  



様式第２号（第７条関係） 

 

誓  約  書  

 

年   月   日  

 

薩摩川内市長          様  

 

所有者 住  所  

 氏   名            

 

 

私は、薩摩川内市危険廃屋等解体撤去促進事業により解体撤去を実施するに 

当たり、下記について誓約します。 

なお、下記の条件を満たさない場合は、速やかに補助金を全額返金します。 

  

記 

 

１  当該解体撤去工事は公共事業による移転、建替えその他の補償の対象とな 

るものではありません。 

２ 危険廃屋等に抵当権者その他第三者の権利の設定（その効力が既に失効し 

ているにもかかわらず、登記事項証明書に記載されているものを除く。）は 

ありません。 

３ 薩摩川内市危険廃屋等解体撤去促進事業補助金交付要綱第１３条に規定す 

る通知があった日から３年以内に、当該土地の売却又は当該土地への建築物 

等の建設をしません（当該土地の所有者と、危険廃屋等の所有者とが、親族 

でない場合を除く。）。 

 

※ 危険家屋等の所有者が、当該家屋の所在する土地の所有者でない場合は、 

土地所有者の同意書を添付すること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○○県○○市○○町○○ 

川内 太郎       

登 記 事 項 証 明 書 、 固 定 資 産 評 価 証 明 書 の 所 有 者 欄 に 記 載 の あ る 方 が 亡 く な っ て い る

場 合 、 申 請 者 （ 相 続 人 の 代 表 の 方 ） と し ま す 。  

令和 6  4    30 

押 印 不 要  



委  任  状  
   

                                 
令和 6 年〇月〇日  

 
薩  摩  川  内  市  長  殿  

 
 

  年度薩摩川内市危険廃屋等解体撤去促進事業補助金の受領に  
係る権限を下記の者に委任します。  

 
 
 
   委 任 者  住  所 薩摩川内市  
  （申 請 者）  

          氏  名            ○印                 

 
 
   受 任 者  住 所 

（施工業者）  名 称  
  （口座名義人） 代表者氏名 
             
 
 
 

金融機関名  ○○銀行  本  支  店  名  △△支店  

種    別  普   通  ・  当   座  口  座  番  号  〇△〇△〇△  

口座名義人  株式会社薩摩川内建設 代表取締役 薩摩次郎  

 
 

 

押 印 必 要  

解 体 業 者 の 口 座 を 記 入

し て く だ さ い 。  


